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久喜市特別職報酬等審議会条例及び事務次官通達 

 

○久喜市特別職報酬等審議会条例 

平成２２年７月１３日 

条例第２４１号 

改正 平成２７年３月２４日条例第３号 

（設置） 

第１条 市長の諮問に応じ、議員報酬等の額について審議するため久喜市特別職報酬等

審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 市長は、議員報酬の額並びに市長、副市長及び教育長の給料の額に関する条例

を議会に提出しようとするときは、あらかじめ、当該議員報酬等の額について審議会の

意見を聴くものとする。 

（組織等） 

第３条 審議会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 委員は、必要の都度、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 公募による市民 

（２） 市の区域内の公共的団体の代表者 

（３） 学識経験を有する者 

３ 委員は、当該諮問に係る審議が終了したときは、解任されるものとする。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（会議） 
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第５条 審議会は、会長が招集する。ただし、委員委嘱後の最初の審議会は、市長が招

集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、総務部人事課において処理する。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議

会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２４日条例第３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に在職するものとされた地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第７６号）附則第２条第１項に該当する

教育長が在職している場合は、その在職期間に限り、この条例による改正後の第２条

の規定は適用せず、改正前の第２条の規定は、なおその効力を有する。 
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○事務次官通達 

 

特別職の報酬等について  

  

                 （昭和 39．5．28 自治給第 208 号 自治事務次官通知） 

 

 最近における地方公共団体の議会の議員の報酬に関する条例の改正をめぐる世論の動向

にかんがみ、地方公共団体の特別職の職員の報酬等の額の決定について第三者機関の意見

を聞くことによりその一層の公正を期する必要があると認められるので、下記要領により

すみやかに措置されたく、命によって通知する。 

 なお、管下各市（特別区を含む。）については、都道府県の例にならい措置を講ずるよ

う、また町村については必要に応じ同様の措置を講ずるよう指導されたい。 

記 

１ 地方自治法第１３８条の４第３項の規定による都道府県知事の附属機関として、別紙

条例準則を参考として特別職報酬等審議会（以下「審議会」という。）を設置するもの

とすること。 

 

２ 都道府県知事は、都道府県議会議員の報酬の額に関する条例を議会に提出しようとす

るときは、あらかじめ当該報酬の額について、審議会の意見を聞かなければならないも

のとすること。 

  なお、知事、副知事及び出納長の給料の額についても同様の手続により措置すること

が適当であること。 

 

３ 審議会の委員は、都道府県の区域内の公共的団体等の代表者その他住民のうちから任

命するものとすること。この場合、当該都道府県の議会の議員、長及び常勤の職員を任

命することは避けること。 

 

  別紙条例準則（略） 


